物　品　売　買　契　約　書
　
買主武雄市（以下｢甲｣という。）と売主　　　　　　　　　　　　（以下｢乙｣という。）との間において武雄市財務規則（平成１８年３月１日武雄市規則第４５号）の規定にもとづき物品の売買につき次の条項により契約を締結する
第1条 この契約の要項は、次のとおりとする。
（1） 品名、品質及び数量等・・・・別記のとおりとする。
（2） 売買代金・・・・・・・・・　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　（うち消費税　　　　　　　　　　　　　円）
（3） 納入期限・・・・・・・・・　　　　　年　　　月　　　日まで
（4） 納入場所・・・・・・・・・甲の指定した場所とする。
（5） 契約保証金・・・・・・・・　　　　　　　　　　
第２条　乙は、この契約を履行し目的物の引渡しをしようとするときは、目的物が登録、許可又は検査を要するものはその終了後とし、甲の目的物引取後直ちにその使用を可能な状態にして甲に通知し、甲の検査及び確認を受けなければならない。
２　前項の甲の検査及び確認は、物品を納入するとき乙の立会いのもとに行うものとする。ただし、技術的理由その他により検査等に期日を要するものについては、納入の日から１０日以内に行うものとする。
３　乙は、目的物の引渡前に当該目的物が法令その他により登録、許可又は検査を要する場合は、登録、許可又は検査前に甲に協議の上甲に内示を求め、その手続きを完了しなければならない。目的物が据付けその他附帯工事を伴うときは、乙は、甲の監督指示を受けこれに従わなければならない。
第３条　前条の規定による甲の検査に合格しないものがあったときは、乙は、甲の指定する期限内に取り替え、又数量等に不足部分があるときはこれを追納し、さらに甲の検査をうけなければならない。この場合第７条の規定に従い、乙は、甲に違約金を支払うものとする。
第４条　第２条第２項に規定する検査までの間に起こった損害は、甲の責任に基づくもののほか、乙の負担とする。ただし、甲の不注意又は天災地変その他やむを得ないものと甲が認めた場合においては、甲は、乙の負担を免除することができる。
第５条　乙が第２条及び第３条の規定により目的物を甲に納入するに必要なすべての費用は、乙の負担とする。
第６条　乙が納入した物品が１年以内に甲の不注意によることなく破損し又は故障を生じたとき、若しくは隠れた瑕疵を発見したときは、甲は、取替え又は補修の要求をすることができるものとする。この場合費用は乙が負担し、甲が指定する期限内に行なわなければならない。もし乙がこれを行わないときは、甲がこれを代行し、その費用は乙が負担するものとする。
第７条　乙が納入期限内に契約の履行を行わないときは、乙は、甲に対し違約金を支払うものとする。この場合の違約金は、期限の翌日から起算し１日につき未納物品の代金に対し、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第8条に規定する率で計算した金額を支払います。
第８条　乙は、天災地変、その他特別の事由によって納入期限の履行ができないときは、乙は、遅延理由の発生後直ちに甲に対し履行の延期を要求することができる。この場合甲が正当と認めたときは、その日数に限り乙の違約金の支払を免除することができるものとする。
第９条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、任意にこの契約を解除し契約保証金を取得することができるものとする。この場合甲は、乙の既納の目的物を現状有姿のままで乙に返還するほか何等補償の義務を負わないものとし、乙は、これについて一切異議なきものとする。
（１）特別の理由がなく、納入期限内に契約の履行ができる見込みがないとき又は契約を履行しなかったとき。
（２）乙に誠意がなく、完全に契約を履行する見込みがないとき。
（３）納入に関し不正の行為があったとき。
（４）乙が次のいずれかに該当するとき。
　（ア）役員等（乙が個人である場合にあってはその者を、乙が法人である場合にあってはその法人の役員又はその支店若しくは営業所等を代表する者をいう。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第2条第2号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）の構成員（暴対法第2条第6号に規定するもの。以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。
　（イ）暴力団員でなくなった日から5年を経過しないと認められたとき。
　（ウ）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。
　（エ）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者と認められるとき。
　（オ）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者と認められるとき。
　（カ）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを利用している者と認められるとき。
　（キ）前各号のいずれかに該当する者が乙の経営に実質的に関与していると認められるとき。　
（５）その他この契約に違反したとき。
第１０条　乙は、第７条及び前条に定めるもののほか、第１条に定める期日及び目的物について、甲の買入目的を阻害し甲に損害を与えたときは、自己の責務において第７条に定める違約金のほか該当目的物の購入にかかる国庫、県その他からの補助金、交付金、負担金、寄付金等の甲の収支予定額その他損害額に相当する以上の甲の定める損害賠償額を甲に支払わなければならない。
第１１条　売買代金は、甲の検査完了後乙が適正な請求書を提出した日から３０日以内に甲は武雄市役所において乙に支払うものとする。
第１２条　甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、乙と協議の上契約を変更し又は解除することができる。
（１）行政目的上やむを得ないと認めるとき。
（２）物品の品質、規格等について使用に適しないと認めたとき。
第１３条　甲は、契約保証金の還付について乙が契約を完全に履行した後、武雄市財務規則の規定により直ちに還付するものとする。
２　契約保証金には利息は付さない。
第１４条　乙は、甲の承認を得ないでこの契約に関する権利義務を他に譲渡し又はその履行を委任し及び請け負わせ、並びに担保に供することはできない。
第１５条　前各条に定めるもののほか契約の履行について必要な事項は、武雄市財務規則の定めるところによる。
第１６条　この契約について疑義を生じたときは、甲乙協議の上決定するものとする。
上記契約の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各１通を保有する。
　　　　　年　　　月　　　日
甲　　　佐賀県武雄市武雄町大字昭和１2番地１0
　　　　　武雄市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　武雄市長　　小　松　　政
　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　　
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